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※医療センター（診療所）と保健福祉センター併設による医療と保

健・介護・福祉の連携について 

 

 現在基本設計を行っております施設は、診療所と保健福祉センタ

ーを拠点として、保健・医療・福祉・介護を一体的に提供すること

ができ、多職種の連携にもつなげることができるものであります。 

 また、この施設において、「人」に「家族」に「地域」に密着し、

子どもから高齢者まで、地域住民の生活にいろいろな角度からアプ

ローチできる施設として、地域包括ケアの推進を目指します。 

 

【背景と経過】 

 東栄病院は、前身となる長岡診療所、三輪村営診療所、三輪診療

所を経て、昭和３６年に３０床の病院として開設、昭和３９年に救

急告示病院に、昭和５０年にへき地中核病院に指定され、昭和６２

年には一般病床数を７０床に拡充しました。その後、平成１１年に

療養型病床群を導入することで、一般病床３０床、療養病床４０床

としました。平成１６年には一般病床４０床、療養病床３０床に変

更しましたが、看護師不足により平成２２年に介護療養型老人保健

施設に転換、そして、平成２８年には介護士不足により介護療養型

老人保健施設を廃止することとなりました。その後、一般病床４０

床のみとして運営をしてまいりましたが、平成２８年度の入院患者

数は 1 日あたり１７．８人、それ以降は年々減少し１０人を切る

状況となりました。また、平成１９年度には公設民営化を選択し、

指定管理者制度を適用し運営してきました。この間、北設楽郡唯一

の病院として、その役割を果たしてまいりましたが、人口減少と高

齢化などにより入院患者は激減するとともに、医師、看護師などの

医療技術者の確保の問題などから病院の存続は難しくなりました。

公設民営での運営も大変厳しい状況が続き、平成３０年４月に公設

公営に戻すこととなり、町直営となりました。そして、平成３０年

度末で東栄病院を廃止し、平成３１年度(令和元年度)から、東栄医
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療センター（１９床の診療所）としての運営に変更し、現在に至っ

ています。 

 現有施設は、本館棟が昭和４８年の建設で老朽化が進んでおり、

耐震機能を有していないことから耐震補強の必要性が指摘されて

います。 

 町としても、これまで介護・福祉の充実に向け、様々な事業を計

画的に実施してきており、これらを支えるべき医療機能のあり方は、

大変重要な課題であります。介護・福祉の現状把握や今後の医療の

あり方について、調査研究するために委員会や協議会を設置し、検

討を進めてきました。 

具体的には、平成２４年度「東栄町医療のあり方検討委員会（委

員２６名）」で協議検討し、先進地視察も実施しました。平成２６

年度には「東栄病院整備検討員会（委員２８名）」で協議検討し、

その後、平成２８年度には「地域包括ケア検討会（委員１５名）」

において、協議検討をしています。平成２９年度に「地域包括ケア

推進協議会(委員１５名)」で、地域包括ケア推進計画の一部として、

医療センター（仮称）等施設整備基本構想・基本計画を平成３０年

３月に策定（平成３０年１２月に一部修正）しました。引き続き、

平成３０年度以降も継続し具体的内容等について、協議検討を行っ

てまいりました。 

 

新施設の基本的な考え方〈病院から無床診療所へ〉は、策定され

た東栄医療センター（仮称）等施設整備基本構想・基本計画にまと

めたとおりであります。（一部、人工透析はこの間の状況により令

和元年度末で中止） 

この地域の生活を公的に支える医療機関は必要であり、病院を段

階的に縮小しながら無床診療所として整備し、住民の生活を支援す

る医療を提供し、保健・医療・福祉・介護とも連携して、地域包括

ケアへの貢献に努めてまいります。 
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【計画している取り組み】 

① 東栄医療センターと保健福祉センターの併設による保健・医療・

福祉・介護の連携 

これまでは、保健・医療・福祉・介護に関する機能が役場や社

会福祉協議会、医療センターなど、それぞれ別の場所・建物に分

かれていましたが、これを一つの施設に集約し、保健・医療・福

祉・介護の機能を有機的に連携するのが、東栄医療センター及び

保健福祉センター（R４年 4 月開所予定）です。同一施設内に医

療センター（診療所）、保健福祉センター（役場住民福祉課・社会

福祉係、保健衛生係、介護保険係、子育て支援センター）、社会福

祉協議会（地域包括支援センター、居宅介護支援事業所等）が配

置され、子育て世代包括支援センターや在宅医療介護サポートセ

ンター機能も持ちます。診療所受診にあわせて保健・医療・福祉・

介護の各種手続きや相談ができるなど、同一施設内で済ますこと

ができることも利点です。また、災害時の拠点施設としての機能

も想定しています。 

  これにより住民は一つの施設でニーズを充足できる利点があ

るほか、診療所・保健福祉センターの職員がお互いすぐに相談や

連絡ができ、スムーズな連携のもとサービス提供ができるように

なります。また、定期的に関係者で情報共有や検討できる場を設

けることで、きめ細やかな支援が可能となります。職員もお互い

にすぐに相談や連絡ができることで、職員の満足度や士気も高ま

ります。 

② 住民と連携した地域保健、地域福祉の推進 

〇とうえい健康ふれあい推進員（仮称）制度の創設 

  東栄町では住民の健康づくりを積極的に推進するため、今回の

施設整備を契機に、以前あった「衛生委員」の制度を見直し、医

療・保健・福祉・介護の向上に努めることを目的に推進員制度を

創設します。推進員は「自分の健康は自分で守る」を合言葉に活

動します。特に検診の受診勧奨や協力、相互交流活動などお願い
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します。（おいでん家支援員の兼務でも可） 

  推進員制度によって、検診受診率の向上を図り、住民の予防に

つなげることが期待されます。推進員には、一人一人を誘う運動

などの地道な活動をお願いし、地域の健康づくりにつなげたいと

考えています。 

③ 地域ケア会議の実施 

地域ケア会議では、地域において、高齢者等の生活全体の質を

確保していくため、健康づくり、生きがいづくり、生活の自立等

の広い視点から多様なニーズを的確に把握し、ニーズに沿った医

療・保健・福祉・介護等の各種サービス間の総合的な調整を図る

ことができます。 

地域全体で支えあう地域ケア体制を住民とともに創造し、推進

する必要があることから、住民と医療・保健・福祉・介護等の各

分野のスタッフが目的意識を共有して高齢者等のニーズに沿っ

た地域ケア体制の推進を図ることができます。 

 

具体的には、地域に生活する高齢者ができる限り住み慣れた環

境の中で生活できるよう地域包括ケアを推進するにあたって、

(1)高齢者個人に対する支援の充実を図ること、(2)それを支える

ための社会基盤の整備を図ることを目的として会議を行うこと

とします。 

 

同一施設内となることから、これを機会に医療・保健・福祉・

介護関係者による定例会として、町内住民の情報を共有し、施設

や在宅生活への移行支援をスムーズにすることや在宅者で気に

なるケースの共有等を目的に行うことができます。 

地域ケア会議の関係者は、医師、看護師、理学・作業療法士、

ケアマネージャー、保健師、福祉担当者、必要に応じて栄養士や

介護サービス事業者などであり、こうした関係者が一堂に会し、

会議を定期的に行うことで、町独自の介護や福祉サービスの理解
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とともに、サービスの利用決定の検討の機会や情報の共有化が行

えます。また、サービス間の隙間を少なくし、きめ細やかな支援

が可能となることが期待できます。 

 

【目指す姿】 

 令和 4 年 4 月に開設する医療センター及び保健福祉センター

は、外来診療で診療するだけでなく、24 時間在宅支援診療所と

して訪問診療・往診を行い、患者と医師をはじめとする診療所ス

タッフとの良好な関係を構築します。センター内には保健・福祉・

介護行政の担当部署である住民福祉課や社会福祉協議会が併存

していることで、医療・保健・福祉・介護等がいつでも連携でき

る環境にあり、身体だけでなく、心理的、社会的問題なども包括

した総合的ケアを実践していくものです。 

今後ますます必要度が高まる在宅ケアに重点を置き、新たな通

所リハビリテーションの検討、また、訪問看護については、既存

の訪問看護ステーションとの調整を図り、「人や家族、地域」に密

着し、地域住民の健康問題にいろんな角度からアプローチできる

施設（医療センター及び保健福祉センター）として、地域包括ケ

アシステムの構築を目指します。 

 

令和２年６月２６日 

 

東栄町長 村上孝治 


